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1. はじめに
鉄道システムは，路線を複数の固定された区間 (閉そく)

に分割し，同じ閉そくに存在する車両を一つに限定するこ
とで，車両間の衝突を防ぐ．ある閉そくに対する車両の有
無を基本にした離散的な制御器を用いた列車制御を行う場
合，複雑な路線上で制御要求を満たす動作仕様の人手での
構築には膨大な時間を要する．
この問題の解決手段の一つが離散制御器合成 [1] であ

る．これはシステムの外部環境を Labelled Transition Sys-

tem(LTS) と呼ばれる有向グラフでモデル化したものと
Fluent Linear Temporal Logicと呼ばれる論理式で記述さ
れた要求を元に，与えられた要求を満たすことが保証され
たシステムの動作仕様を自動生成するものである．
しかし，離散制御器合成は実用的な時間内に動作仕様

を生成することができない問題がある．本研究で仮定し
た鉄道システムの模擬路線例に離散制御器合成を適用し
た場合の計算時間は閉そく数 4，5の場合にそれぞれ 2[s]，
16,353[s]となり，閉そく数 6の場合は 1日以上を要する．
これは，入力となる環境モデルの状態数が外部環境中の

要素数に対して指数関数的に増加することに伴い，計算時
間も指数関数的に増大することに起因する．
そこで本研究では，Directed Controller Synthesis(DCS)

[2]アルゴリズム向けに鉄道システムを定式化し，離散制御
器合成高速化の評価を行なった．DCSアルゴリズムとは，
従来の離散制御器合成 [1]が抱える計算時間の問題を解決
するべく近年発表されたアルゴリズムで，環境モデル全体
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ではなく部分的な探索を行うことで従来の離散制御器合成
よりも 100倍以上高速に動作仕様を生成可能である [2]．
評価の結果，従来の離散制御器合成より高速な動作仕様

の生成を確認できたが，実用的な時間に収めるためにはさ
らなる高速化手法の開発が必要である事が分かった．
そこで，DCS 適用時の計算時間をより短縮するため，環
境モデル中に含まれる無駄な制御に関する状態を省く制約
を課すドメイン固有な状態削減モデリング手法を提案する．
本論文の構成は以下の通りである．第 2章で DCSアル

ゴリズムの適用，第 3章で提案した状態削減モデリング手
法について述べる．そして第 4章で評価を，第 5章で議論
を行い，最後に第 6章でまとめと今後の課題を述べる．

2. DCSアルゴリズムの適用
DCSアルゴリズム向けに鉄道システムを定式化し，DCS

アルゴリズムによる離散制御器合成高速化の評価を行なっ
た際の計算時間のグラフを図 1に示す．従来の離散制御器
合成 [1]では閉そく数 6の場合に 1日以上の合成時間を要
したが，DCSアルゴリズム適用時は 12[s]で合成が完了し
た．このことから，DCSアルゴリズムは従来の離散制御器
合成より 7000倍以上高速に動作仕様を生成することが確
認できた．
しかし，閉そく数の増加に伴う計算時間の指数関数的増

大が発生しており，閉そく数 9 以上の場合には 1 日以上を
要することが確認できたため，閉そく数が増加しても離散
制御器合成時間を実用的な時間に収めるためにはさらなる
高速化手法の開発が必要である事が分かった．

3. 状態削減モデリング手法の提案
DCSアルゴリズム適用により十分な高速化ができなかっ
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図 1 DCS による離散制御器合成時間 [s]

た要因は，閉そく数の増加にともなう状態数の指数増加で
あると推測される．そこで，DCSアルゴリズム適用時の計
算時間をより短縮するために，環境モデル中の状態を削減
する手法を提案する．
本研究で仮定した鉄道システムの模擬路線例では制御対

象の列車が閉そくに侵入・通過する際には，対象の閉そく
に対して予約を行う必要がある．この閉そくに対する予約
は複数の閉そくに対して行うことができる．そのため，n

個の閉そくに対する予約の有無を単純化して考えると 2n

通りの予約の組み合わせが考えられ，それが環境モデル中
に反映されるため，状態数の指数関数的増加の一因となる．
しかし，実際には制御対象の列車が存在する閉そくと移

動先となる閉そくの連続する２つのみを予約すれば十分で
あり，2n 通りの組みわせの中には，過剰な閉そくの予約，
連続しない閉そくの予約などの無駄な状態が含まれる．
そこで，予約操作に関する制約の導入による状態削減モ

デリング手法を開発した．まずはじめに，制御対象の列車
が存在する閉そくと移動先となる閉そくの２つのみを予約
すれば十分であることから，閉そくの予約上限を 2に定め
る制約 (Limit Manager [LM])を定めた．
次に，連続する 2つの閉そくを予約しなければ列車は移
動できないことと，列車の進行方向側に予約をしなければ
列車が前進できないことから，LMに予約方向の制約を加
える制約 (Block Manager [BM]) を定めた．
これらは LTSによって表現され，parallel composition

という操作で環境モデルに合成することで導入される．

4. 評価
本章では，提案手法を環境モデルに導入し，状態削減お

よび計算時間短縮の有効性を評価した．
環境モデルの状態数と閉そく数の関係を，提案手法導入

前後で比較した結果を図 2に示す．図 2から LMの導入
により状態数が最大 1/10程度に削減されたこと，BMの導
入により最大 1/100程度に削減されたことが確認できる．
また，提案手法導入前後の離散制御器合成時間の比較結

果を図 3に示す．図 3から LM導入後は最大で 1/1000程
度，BM導入後は最大で 1/10000程度に合成時間が削減で
きたことが確認できる．

5. 議論
鉄道システムドメイン固有な状態削減モデリング手法に

図 2 提案手法導入前後の状態数の比較

図 3 提案手法導入前後の離散制御器合成時間の比較 [s]

より環境モデルの状態削減と離散制御器合成時間短縮が確
認できたが，本手法の他ドメインへの適用可能性を考える．
今回の提案手法では，閉そく数の増加に伴う冗長な予約

状態の指数関数的な増加に着目した．同様の状態増加が発
生しうるシステムとして，区画や設備，資源等の予約・開
放を行うようなシステムが想定される．このようなシステ
ムに対しては，本研究の提案手法と同様に冗長な予約操作
に対する制約の導入による状態数の削減が期待される．
また，上記の特徴を持たないシステムに対しては提案手

法を直接適用できないが，システム中に冗長な操作が含ま
れる場合，それらを制限する状態削減モデリング手法の開
発が期待される．

6. おわりに
鉄道システムの動作仕様を従来の離散制御器合成技術 [1]

を用いて生成する場合，実用的な時間内に計算を終える
ことができないという問題があった．そこで，本研究では
DCSアルゴリズム適用による離散制御器合成高速化の定量
評価，及び，ドメイン固有な状態削減モデリング手法によ
る DCS適用時の計算時間短縮手法開発を行なった．DCS

アルゴリズムの適用により，1/7000以下へと計算時間が短
縮されたことを確認できた．また，状態削減モデリング手
法の導入によって DCSアルゴリズム適用時と比較して最
大で 1/10000程度までの計算時間の短縮を達成した．
今後の課題として，鉄道システムドメインに限らない状

態削減モデリング手法の開発が挙げられる．
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